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商業地域における蓄エネルギ｝システムを備えた

地域冷暖房の導入効果の推定

Effect Estimation of District Heating and Cooling with Energy Storage Systems 
in Commercial Districts 

上野貴広＊l，崖 築晋＊2，高橋賢太朗＊3，小野秀光＊3，池田智宏＊3，住吉大輔＊4

Takahiro UENO, Youngjin CHOI, Kentaro TAKAHASHI, 

Hidemitsu ONO, Tomohiro IKEDA, Daisuke SUMIYOSHI 

This paper focused on developed simulation models of energy supply systems such as combined heat and power 

(CHP), district heating and cooling (DHC), storage battery, thermal storage tank, and power system model. This 

paper estimated energy saving effect by the diffusion of these systems in Japanese commercial districts. 

The developed models in this paper calculated each operation at five-minute intervals and used heat supply piping 

length, transport power, and piping heat loss in DHC calculations. The estimation of the energy saving effect by 

the energy supply systems based on five-minute energy demand in individual buildings confirmed the energy 

saving effect ofDHC and the energy storage systems in Japanese commercial districts. 

Keywords: Combined heat and power, District heating and cooling, Storage battery, 

Thermal storage tank, Power system 

1. はじめに

コージェネレーションシステム（以下， CGS）は分

散型エネルギーシステムの一つで、あり，燃料から電

力と熱を同時に生産し供給するシステムで，主に非

住宅建築物に導入されている注 1). 日本政府は 2018

年に策定した新しいエネルギー基本計画 1）の中で，

本システムを，エネルギーを最も効率的に活用する

ことができる方法のーっとしており，さらなる普及

推進や，供給エネルギーの面的利用，いわゆる地域

冷暖房システム（以下， DHC）の導入拡大を図るとと

もに，蓄電池などの蓄エネルギー設備とともに活用

することで，電力の安定供給のための調整力確保に

取り組んでいくとしている．

また，政府はエネルギー基本計画 1）の中で分散型

エネルギーシステム構築の重要性を説き，その推進

を発表した．パリ協定を代表とする世界的な省エネ

化および脱炭素化の潮流，また東日本大震災や北海

道胆振東部地震による電力供給システムの脆弱性

の顕在化から，日本のエネルギー需要の相当部分を

占める都市部においても，電源構成の多様化や電力

供給の高効率化，また災害への強靭化に寄与する分

散型エネルギーシステムの構築が求められている．

*l空間システム専攻博士後期課程

*2エネルギー教育研究機構

*3空間システム専攻修士課程

*4都市・建築学部門

都市における CGSを用いたDHCの導入効果に関

しては，これまで様々な既往研究で推定や測定が行

われている 2）～8）.一方で、 CGSを用いた DHCを導

入する際の，蓄エネルギー設備を併せて導入するこ

とによる省エネルギー効果や調整力の向上に関し

ては十分な知見がない．また，これらの研究では非

住宅建築物のエネルギー需要は 1時間以上の間隔で

測定，推定されている．実際には非住宅建築物の需

要は時々刻々と変動しているため，需要に追従して

稼働する CGSの導入効果の詳細な把握，および蓄

エネルギー設備の導入効果検討は，より細かい時間

間隔の非住宅建築物の需要に基づく必要がある．

そこで本報では， CGS，蓄電池，蓄熱槽のモデ、ルを

開発し，様々な用途の建物を含む商業地域を対象に，

各地域の全非住宅建築物における 5分間隔のエネル

ギー需要推定データと GISデータを基に， CGSによ

るDHC普及時の省エネルギー効果を推定する．また

DHCと併せて蓄エネルギー設備を導入した場合の省

エネルギー効果を推定し，上記の推定結果と比較す

ることで， DHCへの蓄エネルギー設備の組込みによ

る省エネルギー効果の向上に関する知見を得る．

2. CGS，蓄エネルギー設備と系統電力のモデル化

CGS, CGSによる DHC，蓄電池，蓄熱槽の各運転

を5分間隔で再現するモデ、ルを構築し，系統電力の

時刻別一次エネルギー消費量換算係数を設定した．
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2.1 CGSモデルの作成

CGSの挙動注 2）を 5分間隔で再現するモデ、ル（以

下， CGSモデ、ノレ）を構築した．構築には既往プログ

ラム CASCADEJII9）を参考にした．同プログラムは

各月の代表日に 1時間間隔でCGSの挙動を再現し，

年間一次エネルギー消費量の削減効果を算出する

プログラムである. CGSモデルとの計算時間間隔

の差や既往研究の成果を考慮して，いくつか同プロ

グラムから計算を変更した．代表的な変更として，

需要に対する発電の追従遅れ ωを表現するため，追

従運転時は 5分前の需要を追うように設定した．ま

た， CGSからの供給電力が対象地域外へ逆潮流し

ない範囲で発電するように設定した注3，注4)_

構築したモデ、ノレの計算の妥当性を検証するため，

CASCADEIIIおよび本報の CGSモデ、ルを用いて，

オフィスピル（ピーク電力需要 93.8kW）を対象に，

台数 2ケース×運転設定 2ケース（電力追従，熱追

従）の計 4ケース計算し，両プログラムの計算結果

を比較した． CGSモデルには各月代表日の 5分間

隔エネルギー需要を， CASCADEIIIにはその 1時間

積算値を入力し，発電効率などは同一に設定した．

計算結果を表 1に示す. 35 kWのもの 1台（ピー

ク電力需要に対して一般的な容量）の場合は，上記

変更点から多少の差は生じているが CGSモデルは

CASCADEIIIの計算結果とほぼ等しくなった．一方

で， 35kWのもの 2台の場合では CASCADEIIIと

の発電量の差が 1台の場合から増加しており，特に

電力需要追従時は CGSモデルと CASCADEIIIとの

発電量の差が 7%になった．これは CGSモデ、ルが

5分間隔の電力需要の増減を捉えたためである．図

1に 35kWのもの 2台での電力需要追従運転にお

ける 9月代表日の電力需要と両プログラムの発電

量計算値の推移を示す.CASCADEIIIの値は 1時間

値を 12等分したものであり，電力需要が平準化さ

れているために CASCADEIIIの計算では定格で発

電したが，実際に電力需要のほとんどを賄える容量

の CGSを導入する場合には，部分負荷運転を伴う

ため， CGSモデ、ルの計算結果のように電力需要の

変動を受け， CASCADEIIIの 1時間間隔での計算結

果よりも実際の発電量が小さくなると考えられる．

2.2 DHCモデルの作成

DHCとして CGSを導入する際の省エネルギー

効果の推定に必要な熱供給配管長および熱搬送動

力，熱損失の計算方法を設定した．

表 1 CASCADE IllとCGSモデルの計算結果の比較

電力需要追従 熱需要追従

発電排熱ガス発電排熱ガス

425 386 1117 311 283 828 

418 380 1098 309 273 819 

CASCADE 
35kW _, [GJ] 
1.L>. CGSモデル
ロ

差［%］ -2 -2 -2 -1 -3 -1 

CASCADE 
35kW _ [GJ] 

704 645 1883 454 415 1234 

2.L>. CGSモデル
ロ

653 598 1756 472 417 1266 

差［%］ -7 -7 -7 4 1 3 

織機機器電力需要 一一一－CGSモヂjレ発電量

ー－ --CASCADE発電量
100 

80 

5 60 

届40

包呂 ~nn~ 包~~包包包：~nn~ 包呂包~
<.0 r--. co cr、。 H N m 寸 Ll'l <.0 r--. co a可 0 .-I N m 

時刻［hh:mm]

図 1 代表日における電力需要と CGS発電量

DHCの熱源設置建物から需要家建物までの熱供

給配管長は各建物の GISデータにある緯度と経度

を用いて計算する．国土地理院は地球の楕円を考慮

して 2地点の経緯度から全地球規模での距離計算

が可能な手法を公開している 11）.しかし本報の計算

では 2地点の距離が 1街区内と小さいこと， mm単

位の厳密さを必要としていないことから，より簡易

に座標間の距離を計算できる理科年表の計算式 12)

を用いた．また，配管が建物間の直線距離を結んで

設けられることは少ないため， 2地点の経度差と緯

度差それぞれに基づく距離を足し合わせた長さを

配管長と設定し，実際の長さに近づくようにした．

熱搬送動力注5）については，ポンプ効率を既往研究

13）に倣い 60%として設定した．また，既往研究 13)

では配管 lmあたりの圧力損失が 400Palm以下に

なるように管径を設定していたことから，本研究で

もそれに倣って流量線図から管径を設定した．流速

が 2.5mis 14）程度になるように管径を設定したとこ

ろ，十分な容量の CGSなら圧力損失を 400Palm 

以下にできることを確認した．熱供給配管 lmあた

りの搬送動力 Wpump[kWh/m］を以下の式（1）に示す．

なお，本報の計算式で用いた記号の意味は章末にま

とめて記載している．

TAT p • Qpump・103
Wvump = r (1) 

Llt・c・p• Epump • 3.6・1Q6

また，熱供給配管からの熱損失については，参考

文献 15）を基に，式（2）および式（3）より管内の流体
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から外部への熱損失量 Q1附［MJ/m］を算出した．な め（冷房： 4月～11月，暖房： 12月～3月），蓄熱槽

お，配管内側の表面熱伝達率はヌッセルト数，レイ の冷温水切り替えも同様の期間に設定した注6).

ノルズ数の公式（式（4），式（6））及び、デ、イタス・ベルタ

ーの式（式（5))16）を用いて求めた．また冷温水の物

性値は参考文献 17）から設定した．図 2に想定した

熱供給配管の断面図と計算式に用いた変数を示す．
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V 

これらの式を用いて管径を変更しながら熱損失

を計算した．結果を表 2に示す．想定した熱供給配

管径の範囲内では，熱供給配管 lmにおける熱損失

は非常に小さくなった．よって熱供給配管 lmにお

ける熱損失をどの管径でも同じ値（冷水：－0.004

MJ/m，温水：0.015MJ/m）と設定した．

2.3 蓄電池モデルの作成

蓄電池のモデ、ルは，蓄電池本体とパワーコンディ

ショナー（以下， PCS）で構成した．充放電時の PCS

と蓄電池本体による電力損失を既往論文 18)19）を基

に設定した以下の式（7), (8）を用いて計算した．ま

た，他の機器仕様については表 3の様に設定した．

Echa = -1.3301Lpcs 4 + 3.5788Lpcs 3 - 3.52Lpcs 2 (7) 

+ 1.5153Lpcs + 0.6671 

Edch ＝一0.6323Lpcs4 + 2.0429Lpcs 3 - 2.4482Lpcs 2 (8) 

+ 1.2972Lpcs + 0.6795 

2.4 蓄熱槽モデルの作成

蓄熱槽については，温度成層型を想定し，熱量

[MJ］ベースで計算するモデ、ルを作成した．設計時に

おける蓄熱槽の熱効率は，一般的には 85%～95 % 

で想定される．これを踏まえ，既往研究 20）での地域

冷暖房用蓄熱槽の熱効率が 99%程度であること，

および既往研究 21）による温度成層型蓄熱槽の熱効

率理論値もほぼ 100%となることから，本報では蓄

熱槽の熱効率を 95%とした（式（9））.また蓄熱槽か

らの自己放熱損失熱量は既往研究 22）の設定値から，

貯蓄熱量の 0.2% I hとした（式（10））.本報告におけ

る非住宅建築では，冷暖房期聞が固定されているた

(2) 

(3) 

(4) 

(5) 

(6) 
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Hdch = 0.95Hcha (9) 

Hs肌 t= 1む100ー 0.2• Hsto,t-1 (10) 

2.5 一次エネルギー消費量換算係数の設定

消費電力量に対する系統電力の時刻別の一次エ

ネルギー消費量換算係数［MJ/kWh］を設定した．な

お，系統電力は省エネ法と同様に火力（LNG，石炭，

石油）発電のみを対象とした．九州電力の需給実績

23）と各燃料の発電効率 24),25）から火力発電における

時刻別の平均発電効率を作成し，この発電効率を基

に換算係数を作成した注 7）.図 3に各代表日におけ

る時刻別一次エネルギー消費量換算係数を示す．ど

の日も 9:00ごろから太陽光発電の増加を受け，発

電効率が低い石油火力発電の抑制による一次エネ

ルギー換算係数の減少を確認で、きる．

「変数 定義

r。 円管の内半径［m]

r1 円管の外半径［m]

r2 保温材の外半径［m]

λ。円管の熱伝導率［W/mK]

λ1 保温材の伝導率［W/mK]

内側の表面

熱伝達率「W/m2Kl

α 外側の表面
2 熱伝達率「W/m2Kl

tin 配管内温度［。'CJ

tout 周囲温度［。'C]

α1 

図2 熱供給配管の断面図

表 2 熱損失の計算結果

配管経 [A] 200 300 400 500 

冷水 -0.002 -0.003 -0.004 -0.004 
:s 1( [MJ/m] 

0.012 0.015 

表 3 蓄電池の設定［ー］
建物用途 値

PCS定格充放電のCレート部） 0.3 

放電停止下限充足率 0.5 

充電停止上限充足率 1.0 

リチウムイオン電池の効率 0.957 

1日の自然電率 0.05 

ー一一ー夏期（8月22日） ーーー冬期（2月2日）

・・中間期（5月12日）
言 8.4
s 

三8.2

訴
嵯 8
跡

千1.s L----，.：－~：~－~~~.~…二：：－－＿＂.！！~：：：：どごど＂~＂~＂ご！？川
社
~ 

:;-7.6 

日 8~呂~~包包~包包包包~包包包~呂包包~呂~包~ヤ 0.-tN問寸山r--00吋ロロ己；：：！；山口出町民間幻。
時刻［hh:mm]

図3 代表日における時刻別

一次エネルギー消費量換算係数



3. DHCの最適化および蓄エネルギー設備の導入ポ

テンシャル検証

ここでは 2章で説明した各設備および系統電力

のモデ、ルを用いて，複数の商業地域を対象に DHC

の最適化を行い，最適結果から蓄電池および蓄熱槽

の導入可能性を検討した．

計算対象地域は福岡県福岡市から設定した．同市

は九州北部に位置する大都市であるが，九州地方は

大規模太陽光発電の出力抑制が行われるなど，地方

部の再生可能エネルギー増加が困難になってきて

おり，都市部での省エネ，創エネ推進による需給調

整がより一層求められている．そこで岡市から様々

な特徴を持つ商業・業務地域を選び，各地域の非住

3.1 検証地域概要

DHCの事業成立条件の 1つに 1ヘクタール当たり

の熱需要密度の高さが挙げられているゆことから，

CGSを用いた DHCの導入効果にも熱需要密度が

大きな影響を与えると考えられる．そこで建物用途

構成や建築密度の異なる 4つの地域A～D地域を選

び，本報の計算対象地域とした．各地域の非住宅建

築物の構成，および建築密度として建築容積率のま

とめを表 4に示す．また，各対象地域の 100m メ

ッシュ区分における非住宅建築物の建築容積率を

図 4(a）～（d）に示す.A地域は容積率が大きく，また

延床面積の割合としては事務と商業用途の建物が

大きい．また地域全体に高容積率のメッシュ区分が

宅建築物を対象として DHCの導入効果を推定した． 分布している.B地域は駅前のため他の地域より宿

表 4 検討対象地域の概要

面積［mJ建物数 合計延床面積［mJc地域内の合計値に対する割合［%］） 容積率

［－］ 事務 医療 商業 宿泊 飲食 教育 ［%］ 

A 383,513 302 646,016 (40) 28,358 (2) 935,444 (58) 0 (0) 11,336 (1) 0 (0) 423 

B 301,566 252 355,682 (41) 668 (0) 323,560 (37) 167,794 (19) 3,193 (0) 27,045 (3) 291 

440 209,368 (33) 7,270 (1) 315,595 (49) 89,930 (14) 13,018 (2) 5,865 (1) 206 

D 361,307 302 116,303 (60) 8,974 (5) 41,300 (21) 9,763 (5) 3,700 (2) 13,398 (7) 54 

露璽 300-399 E盟 400-499 璽璽 500-

(a) A地域 (b) B地域

(c) C地域 (d) D地域

図4 各地域における容積率［%］の 100mメッシュ
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需要密度を示す．どのエネルギー用途も平日は C地

域以外のエネルギー需要密度が同程度であった. C 

地域は延床面積が小さい商業施設の割合が多いた

め，実データを基に既報で開発した需要推定手法で

は需要密度が高くなった．また平日における需要の

変動については，どの地域もサンフ。ル建物と比較す

ると小さくなった．これは需要の集約により変動が

平準化されたからだと考えられる．

表 5に各地域の年間エネルギー需要量を示す．建

築容積率が大きな地域ほど各エネルギー用途の年

間エネルギー需要量が大きくなった.c地域の給湯

需要は建築容積率から考えると大きいが，これは C

地域に給湯のエネルギー需要原単位が大きい飲食

用途の建物が多く立地しているためである．

泊施設の割合が大きい.c地域はA地域と同様に事

務と商業用途の建物の延床面積割合が大きいが，低

層の建物が多いため建物数の割には容積率が大き

くない.D地域は 4つの地域の中で最も事務建物の

割合が大きく，また容積率が他地域と比べ小さいた

め，エネルギー需要の集約効果が小さくなると考え

られる．

3.3 各地域における DHC導入効果の推定

蓄エネルギー設備を導入せずに DHCとして最適

な設定で CGSを普及させた際にどれだけの省エネ

ルギー効果が期待できるかを検討した．検討ケース

を表 6に示す.CGSの定格発電容量は 4ケース設定

した.4地域それぞれで CGSの容量4ケース×台数

表 5 地域合計年間エネルギー需要量

A B C D 

365 184 181 37 

827 414 400 83 

241 132 137 27 

203 142 186 40 

[GWh] 年間合計電力需要

冷房

暖房

給湯

年間合計

熱需要

各地域における非住宅建築物のエネルギー需

要データの作成

既報で開発した需要推定手法 26）を用いて，各地域

の非住宅建築物の 5分間隔電力需要と暖房，冷房，

給湯の各 5分間隔熱需要データを作成した．この推

定手法には乱数と確率分布が含まれているため， 1

回 1回の計算で各需要が変わる．しかし実建物の分

析から確率分布を作成しているため，計算結果はど

れも現実に起こり得るものと考えられる．そこで乱

数によって最も大きく影響を受ける年間エネルギ

ー需要に注目し，以降の検討には各地域の 100回の

計算結果の中から，地域合計年間需要量における

100回の平均値との差が， 4つのエネルギー用途の

平均で最も小さかった計算結果を用いた．

図 5(a）～（d）に各地域における平日代表 3日間の

非住宅建築物 1n1あたりのエネルギー需要密度と，

サンプルとして A地域で平均的な事務所建物（5階

建，延床面積 3,653ni）の 1n1あたりのエネルギー

3.2 
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各地域の年間余剰供給量と残り需要を表 8に示

す．どの地域も最適ケースが電力需要追従であった

ため，余剰発電は発生せず，電力需要の残りも CGS

による年間電力供給量の 3 %～4 %になった．一方

で排熱需要の残りはどの地域も大きく， CGSによ

る年間排熱供給量の 50%～60 %になった．

蓄エネルギー設備導入による省エネルギー効果

の推定

3章の結果から，商業地域の一次エネルギー消費

量に対して CGSを用いた DHCのみを最適化させ

た場合， CGSからエネルギーの余剰供給や，供給

後にエネルギー需要の残りが発生した．そこで、蓄エ

ネルギー設備が CGSの余剰エネルギー供給量を貯

蔵し，エネルギー需要の残りが発生した際に貯めた

エネルギーを供給することで，さらに一次エネルギ

ー消費量を削減できるかを推定した．

4. 

4ケース×運転モード 2ケースの計 32ケースを検

討し，計算結果から最も年間一次エネルギー消費量

が小さかったケースを地域ごとに最適ケースとし

てまとめ，以下の式(11）で最適ケースの年間一次エ

ネルギー消費量削減率注9）を計算した．

CA f' - Chnr 
Rbest = 日り戸 …u ・100

1..,def 

各地域の最適ケースと削減率を表 7に示す．地域

内の建築密度に応じて最適な CGSの容量は異なる

が，最適な台数と運転設定は全地域で共通してそれ

ぞれ 8台，電力需要追従となった．また削減率はA

地域よりも B,C地域の方が大きくなった．これは

A 地域のエネルギー需要を賄うには大容量の CGS

が必要になるが， CGSの容量が大きくなるにつれ

て細かい需要変動の追従が困難になるためである．

、1ノ
1
1
 

噌

E
l

i
－－ 

最適ケースにおける蓄エネルギー設備の導入

ポテンシャルの推定

続いて各地域の最適ケースにおける CGSの余剰

供給エネルギー量や供給後の残り需要量を確認す

ることで，蓄エネルギー設備の導入可能性を検討し

た．時刻別の CGS発電量，排熱量の中で使われず

に余った量と， CGSによるエネルギー供給後に残

っている電力需要，熱需要を推定した．

A地域の夏期，冬期代表日における余剰供給量と

エネルギー供給後に残った需要を図 6(a),(b）に示す．

電力，排熱ともに夏期，冬期の日中に需要が残って

いる．電力需要追従にも関わらず電力需要が残る原

因は，前述したように大容量の CGSを設置してい

ることで少量の需要の変動を追えていないためで

ある．このことから，残った電力需要に蓄電池から

電力を供給することで，さらなる省エネ効果が期待

できる．また，早朝や深夜に CGSから余剰排熱が

発生しているため，これらを蓄熱槽で貯めることで

日中の排熱需要の削減が期待できる．

表 6 ケース設定
容量［kW］台数［台］ 運転設定［一］

1 1200 1 電力需要追従運転

2 3800 2 熱需要追従運転

3 5200 4 -

4 9600 8 

表 7 最適ケースの各設定および

年間一次エネルギー消費量削減率

A B C D 

9600 5200 5200 1200 

電力需要追従運転

4.1 年間一次エネルギー消費量の削減効果の推定

表 6の DHCの検討ケースに加え，更に蓄電池と

蓄熱槽の容量のケースをそれぞれ3つ加えて計算し，

圃園田 CGS余剰発電量 阿川ぷ CGS余剰排熱量
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(b) 冬期代表日（1月 26日）

代表日の余剰供給量および残り需要

年間余剰供給量および残り需要

(a) 

図6

表 8

CGS余剰発電量［GWh]

CGS余剰排熱量［TJ]

残り電力需要［GWH]

残り排熱需要［TJ]

D 

0.0 

9.6 

1.2 

81.6 

C 

0.0 

36.2 

5.5 

359.1 

B 

0.0 

49司6

6.7 

334.1 

A 

0.0 

151.4 

12.5 

621.9 
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容量［kW]

台数［台］

運転設定日

削減率［%］



蓄エネルギー設備を含めたケース設定

蓄電池 蓄熱槽

運転設定［一］ 容量［MWh］容量［GJ]

電力需要追従運転 10 200 

熱需要追従運転 40 800 

- 80 1600 

表 9

CGS 

容量［kW］台数［台］

1200 1 

3800 2 

5200 4 

9600 8 

表 10 蓄エネルギー設備を含めた最適ケースの

各設定および年間一次エネルギー消費量削減率

A B C D 

9600 5200 5200 1200 

電力需要追従運転

200 

18.4 18.8 

容量［kW]

台数［台］

運転設定［ー］

蓄電池容量［MWh]

蓄熱槽容量［GJ]

削減率［%］

4
1
q
L
円

d

凋
斗

17.2 

被害欝欄蓄電池放電量

CGS発電量
800 

酬
剛
、
卓
酬
U
J
剛
安
定
Z

600 

・畑山川＂＇岨出岨 F 一一圃...-,dH品0 

呂呂包~~~呂包~呂呂~呂~~包呂包~呂~包~~~
0.-1 N 問寸1.()¥.01'000可0.-IN（＂（＇）寸 1.()¥.01'00c、0.-IN("(')Q

時刻［hh:mm]

電力におけるエネルギー設備の供給量

17.8 

・・・・蓄電池充電量

………幡電力需要
8000 

400 

200 

n

u

n

u

n

u

 

n

u

n

u

n

u

 

n

u

n

u

n

U

 

6

4

2

 

宣
言
ぷ
］
酬
択
制

CGSの 32ケース×蓄電池 3ケース×蓄熱槽 3ケー

スの計 288ケース（表 9）の中から地域ごとに最も年

間一次エネルギー消費量が小さかったケースを，蓄

エネルギー設備を含めた最適ケースとし，この最適

ケースと表 7に示した DHCのみを導入した場合の

最適ケースとを比較し，一次エネルギー消費量の削

減率や CGSの最適設定の変化の有無を確認した．

各地域の蓄エネルギー設備を含めた最適ケース

および削減率を表 10に示す．どの地域も DHCのみ

を導入した場合の最適ケースから一次エネルギー

消費量は 0.3～0.7ポイント削減されたが， CGSの

最適設定は変更されなかった．また，どの地域も最

適な蓄電池の容量は 10MWh，蓄熱槽の容量は 200

GJとそれぞれ最も小さい容量のケースとなった．

これらの設定が最適ケースに選択された原因とし

ては， DHC導入によるエネルギー需要の集約で、既

に CGSが安定的に稼働できていること，また本報

では CGSや蓄電池から供給する電力の系統電力へ

の逆潮流を認めていないため，残っていた少量の電

力需要分（表 8）しか CGSが発電できず，それに伴い

蓄熱槽が貯蔵可能な CGSの余剰供給熱量も小さく

なっていることが考えられる． 図7
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熱におけるエネルギー設備の供給量

5. おわりに

本報では， CGS，蓄電池，蓄熱槽のモデ、ル開発を

行い，複数の商業地域を対象に， CGSによる DHC

や蓄電池，蓄熱槽の導入による省エネルギー効果を

推定した．

各地域の全建物における 5分間隔のエネルギー

需要データおよび GISデータを基に， DHCの導入

による年間一次エネルギー消費量を計算した結果，

それぞれの地域で 17%～18 %の削減効果を確認し

た．また DHCの余剰供給および、エネルギー供給後

に残った需要を確認したため，蓄エネルギー設備の

導入によってこれらを削減し，さらに一次エネルギ

ー消費量を削減できるとし、う計算結果が得られた．
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図 8

代表日における CGSと蓄エネルギー設備の時

刻別供給量の推定

A地域の最適ケースによる代表日（1月 26日）の電

力，熱それぞれの CGS，蓄エネルギー設備の供給量

を図 7，図 8に示す．電力需要に追従して CGSが

発電しているため，蓄電池は需要の数%程度の調整

を行っていた．一方で、熱需要に関しては朝の暖房需

要の増加を CGSの熱供給が捉え切れていないため，

その分を蓄熱槽からの放熱によって補っていた．し

かし， 10時から 15時までの聞は熱需要の余りが発

生していたが，蓄熱槽に放熱できる熱が残っていな

かった．これは，本報の CGSが発電電力を逆潮流

しない範囲で運転するように設定しているため， 10

時から 15時までの熱需要の余りに対して，蓄熱槽

が放熱するために必要な熱量を CGSから供給でき

ていなかったためである．このことから， CGSの発

電単価や電力の買い取り単価から CGSのランニン

グコスト収支を計算し，計算結果に基づいて DHC

業者が損をしない範囲で系統電力への逆潮流を可

能にすれば，さらなる省エネ効果が期待できる．

4.2 



今後は CGSの逆潮流も考慮しながら電力の需給

バランス調整を行うバーチャルパワープラント

(VPP）の効果検討を行う．また住宅についても 5分

間隔の需要推定プログラムや供給設備モデ、ルを開

発し，組み込むことで都市全体におけるエネルギー

供給設備の最適化手法の構築を目指す．

謝辞

本研究は JSPS科研費 17K14773およびJSPS特別研究

員奨励費 18J12025の助成を受けた．記して謝意を表す．

記号

c：比熱［kJ/kg*K](=4.217) 

Cbest：最適ケースの地域合計年間一次エネルギー消費量

凪,IJ]

Cdef: CGSを設置しなかった場合の地域合言十年間一次エ

ネルギー消費量［MJ]

d：円管の直径（＝水力直径）［m](=2×ro) 

Echa: PCS充電効率［ー］

Edch: PCS放電効率｛ー］

Epump：ポンプ効率日（＝0.6)

H伽：蓄熱槽蓄熱量［MJ]

Hach：蓄熱槽放熱量［MJ]

Hs旬，七：時刻 tにおける蓄熱槽の貯蓄熱量［MJ]

Hs加ヤ1：時刻tの 5分前における蓄熱槽の貯蓄熱量［MJ]

K：熱伝導率［W/mK]

Lp田；： PCS充放電負荷率日

n：ディタス・ベルターの式におけるプラントル数の乗

数［－］ （＝冷水：0.4，温水：0.3)

Nu ：ヌッセルト数日

p：密度［kg/ni](=1000) 

P：熱供給配管 lmにおける圧力損失［Palm] (=400) 

Pr：プラントノレ数日

Q10田：熱供給配管 lmにおける熱損失［MJ/m]

Qpump：熱損失を含めた搬送熱量［M』

R：配管の貫流熱抵抗［mK!W]

Rb田t：最適ケースの年間一次エネルギー消費量削減率

［%］ 

Re ：レイノルズ数日

r。円管の内半径［ml

n：円管の外半径［ml

r2：保温材の外半径［ml(=n+0.1) 

t;n：配管内温度［℃］（＝冷水：10，温水：60)

tout ：周囲温度［℃］ (=24) 

V：流速［m/s](=2.5) 

v：動粘性係数［m2/s]（ニ冷水：1.304，温水：0.47 4) 

Wpump：熱供給配管 lmにおける搬送動力［kWh/m]

/':i.t：往還温度差［Kl(=10) 

αl 配管内側の表面熱伝達率［W/m2K]

白 2：配管外側の表面熱伝達率［W/m2K](=9) 

λ。：円管の熱伝導率［W/m困（＝16)

λ1：保温材の熱伝導率［W/m困（＝0.0035)

注

注1）参考文献 27）によると，民生・産業用における直近 10

年分の設置台数は非住宅建築が 5138台，産業用が

1014台，集合住宅が 111台となっている．

注2)CASCADEillでは定格発電効率，定格排熱効率，負

荷率に対する発電効率曲線，排熱効率曲綿，運転ス

ケジュールなどを入力し， CGSの発電量，排熱量，

ガス消費量などを計算する．本報では定格発電効率，

定格排熱効率，負荷率に対する発電効率曲線，排熱

効率曲線は既往研究 28）の値を用いて，運転スケジュ

ールは平日，休日を問わず 24時間需要に追従して

運転するように設定した．

注3)CGSによる供給電力の系統電力への逆潮流は，現状

では CGSの発電単価に電力の買い取り単価が見合

っていない．そのため，本報では CGSの発電や，そ

れを貯めた蓄電池からの放電が系統電力へ逆潮流し

ないように設定した．

注4）街区規模における系統電力は，三相三線式と単相三

線式の 2系統あり，それぞれで電圧が異なるが，系

統電力会社へのヒアリングから，本報の対象地域が

異なる系統を含む街区で、あったとしても，逆潮流に

よる電力供給は可能であることを確認している．ま

た，系統間における変圧の際には多少の電力損失が

発生するが，本報では変圧による電力損失を計算に

含めていない．

注5）本報では， DHCによる建物聞の熱供給は供給元と

供給先の建物それぞれで熱交換器を介して行われる

と想定している．また各熱交換器開の熱搬送回路は

すべて密閉回路，各熱交換器の位置も同じ深さの地

中と想定していることから，実揚程による搬送動力

が必要ないため，計算に含めていない．また，建物

内での熱搬送による動力は，既に各建物の電力需要

に含まれていると考え， DHCの搬送動力に含めて

いない．

注6）簡易化のために，本報における蓄熱槽内の水温は常

iこ一定（冷水槽：平均 8℃，温水槽：平均 56℃）に保

たれていると想定し，熱量を単位として計算を行っ

た．

注7）火力発電における各燃料の時刻別発電割合について

は，九州電力管内の火力発電所における各燃料の許

可出力 29）を合計し，電源組み合わせの考え方 30）を基

に石炭火力はベース需要対応として常時稼働とし，

火力発電の供給量が許可出力を上回った際に

LNG（コンパインド） , LNG（従来），石油火力の順

番で稼働させることとして計算した．

注8)Cレートは定格充放電量の容量に対する割合を指す．

蓄電池を 1時間で完全充放電させる PCSの Cレー

トは ICとなる.0.3Cは蓄電池の完全充放電に定格

充放電で 3.33時聞かかることを表している．
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注9）本報で対象とした地域内の非住宅建築はそのほとん

どが中小建物で、あり，その多くはピソレ用マルチ空調

（以下， VRF）を採用していると考えられるため 31),

本報では CGSを設置しなかった場合の非住宅建築

における空調機器をすべて VRFとして検討した．
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